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死因究明等推進基本法案要綱 

 

第一 総則 

一 目的 

  この法律は、死因究明等に関する施策に関し、基本理念を定め、国及び地

方公共団体等の責務を明らかにし、死因究明等に関する施策の基本となる事

項を定め、並びに死因究明等に関する施策に関する推進計画の作成について

定めるとともに、死因究明等推進本部を設置すること等により、死因究明等

に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって安全で安心して暮らせる

社会及び生命が尊重され個人の尊厳が保持される社会の実現に寄与すること

を目的とすること。 

（第１条関係） 

 

二 定義  

１ この法律において「死因究明」とは、死体（妊娠四月以上の死胎を含む。

以下同じ。）について、検案、検視、解剖その他の方法によりその死亡の原

因、推定年月日時及び場所等を明らかにすることをいうこと。 

２ この法律において「身元確認」とは、死体の身元を明らかにすることをい

うこと。 

３ この法律において「死因究明等」とは、死因究明及び身元確認をいうこと。 

（第２条関係） 

三 基本理念  

１ 死因究明等の推進は、次に掲げる死因究明等に関する基本的認識の下に、

死因究明等が地域にかかわらず等しく適切に行われるよう、死因究明等の到

達すべき水準を目指し、死因究明等に関する施策について達成すべき目標を

定めて、行われるものとすること。 

（１）死因究明が死者の生存していた最後の時点における状況を明らかにする

ものであることに鑑み、死者及びその遺族等の権利利益を踏まえてこれを適

切に行うことが、生命の尊重と個人の尊厳の保持につながるものであること。 

（２）死因究明の適切な実施が、遺族等の理解を得ること等を通じて人の死亡

に起因する紛争を未然に防止し得るものであること。 

（３）身元確認の適切な実施が、遺族等に死亡の事実を知らせること等を通じ

て生命の尊重と個人の尊厳の保持につながるものであるとともに、国民生活

の安定及び公共の秩序の維持に資するものであること。 

２ 死因究明の推進は、高齢化の進展等の社会情勢の変化を踏まえつつ、死因

究明により得られた知見が疾病の予防及び治療をはじめとする公衆衛生の
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向上及び増進に資する情報として広く活用されることとなるよう、行われる

ものとすること。 

３ 死因究明の推進は、災害、事故、犯罪その他の市民生活に危害を及ぼす事

象が発生した場合における死因究明がその被害の拡大及び再発の防止その

他適切な措置の実施に寄与することとなるよう、行われるものとすること。 

（第３条関係） 

四 関係者の責務等 

１ 国は、基本理念にのっとり、死因究明等に関する施策を総合的に策定し、

及び実施する責務を有すること。 

２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、死因究明等に関する施策に関し、

国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応じた

施策を策定し、及び実施する責務を有すること。 

３ 大学は、基本理念にのっとり、大学における死因究明等に関する人材の育

成及び研究を自主的かつ積極的に行うよう努めるものとすること。 

（第４条から第６条まで関係） 

五 連携協力 

 国、地方公共団体、大学、医療機関、関係団体、医師、歯科医師その他の死

因究明等に関係する者は、死因究明等に関する施策が円滑に実施されるよう、

相互に連携を図りながら協力しなければならないこと。 

（第７条関係） 

六 法制上の措置等 

 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置そ

の他の措置を講じなければならないこと。 

（第８条関係） 

七 年次報告 

 政府は、毎年、国会に、政府が講じた死因究明等に関する施策について報告

しなければならないこと。 

（第９条関係） 

 

第二 基本的施策 

一 死因究明等を行う専門的な機関の全国的な整備 

 国及び地方公共団体は、死因究明等が地域にかかわらず等しく適切に行われ

るよう、相互に連携を図りながら協力しつつ、法医学、歯科法医学等に関する

知見を活用して死因究明等を行う専門的な機関を全国的に整備するために必

要な施策を講ずるものとすること。 

（第１０条関係） 

二 死因究明等に関する教育及び研究の拠点の整備 

  国及び地方公共団体は、死因究明等に関する専門的教育を受けた人材の確
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保及び研究の蓄積が精度の高い死因究明等の実施にとって不可欠であること

に鑑み、大学等における死因究明等に関する教育研究施設の整備及び充実そ

の他の死因究明等に関する教育及び研究の拠点の整備に必要な施策を講ずる

ものとすること。 

（第１１条関係） 

三 死因究明等に係る業務に従事する人材の育成等 

１ 国及び地方公共団体は、警察等における死因究明等が正確かつ適切に行わ

れるよう、死因究明等に係る業務に従事する警察官、海上保安官及び海上保

安官補の人材の育成及び資質の向上に必要な施策を講ずるものとすること。 

２ 国及び地方公共団体は、死因究明等に関する専門的知識を有する人材を確

保することができるよう、死因究明等に係る医師、歯科医師等に対する研修

その他の死因究明等に係る人材の育成及び資質の向上に必要な施策を講ず

るものとすること。 

（第１２条関係） 

四 警察等における死因究明等の実施体制の充実 

 国及び地方公共団体は、警察等における死因究明等が正確かつ適切に行われ

るよう、警察等における死体に係る捜査、検視、死因及び身元を明らかにする

ための調査等の実施体制の充実に必要な施策を講ずるものとすること。 

（第１３条関係） 

五 死体の検案及び解剖等の実施体制の充実 

 国及び地方公共団体は、医師等が行う死因究明が正確かつ適切に行われるよ

う、医師等による死体の検案及び解剖等の実施体制の充実に必要な施策を講ず

るものとすること。 

（第１４条関係） 

六 死因究明のための死体の科学調査の活用 

 国及び地方公共団体は、死因究明のための死体の科学調査（死因を明らかに

するため死体に対して行う薬物及び毒物に係る検査、死亡時画像診断その他の

科学的な調査をいう。以下六において同じ。）の有用性に鑑み、薬物及び毒物

に係る検査の実施体制の整備、死因究明に関係する者の間における死亡時画像

診断を活用するための連携協力体制の整備その他の死因究明のための死体の

科学調査の活用を図るために必要な施策を講ずるものとすること。 

（第１５条関係） 

七 身元確認のための死体の科学調査の充実及び身元確認に係るデータベース

の整備 

国及び地方公共団体は、身元確認のための死体の科学調査（身元を明らかに

するため死体に対して行う遺伝子構造の検査、歯牙の調査その他の科学的な調
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査をいう。）が大規模な災害時はもとより平時においても極めて重要であるこ

とに鑑み、その充実を図るとともに、歯科診療情報の標準化の促進並びに当該

標準化されたデータの複製の作成、蓄積及び管理その他の身元確認に係るデー

タベースの整備に必要な施策を講ずるものとすること。 

（第１６条関係） 

八 死因究明により得られた情報の活用及び遺族等に対する説明の促進 

１ 国及び地方公共団体は、死因究明等に関する施策の適切な実施に資するよ

う、死者及びその遺族等の権利利益に配慮しつつ、警察等、医師、歯科医師

等が死因究明により得られた情報を共有し、及び活用できる体制を構築する

ために必要な施策を講ずるものとすること。 

２ 国及び地方公共団体は、遺族等の心情に十分配慮しつつ、死因究明により

得られた情報を適時に、かつ、適切な方法で遺族等に説明することを促進す

るために必要な施策を講ずるものとすること。 

（第１７条関係） 

九 情報の適切な管理 

  国及び地方公共団体は、死者及びその遺族等の権利利益に配慮して、死因

究明等により得られた情報の適切な管理のために必要な施策を講ずるものと

すること。 

（第１８条関係） 

 

第三 死因究明等推進計画 

一 政府は、死因究明等に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

死因究明等に関する施策に関する推進計画（以下「死因究明等推進計画」と

いう。）を定めなければならないこと。 

二 死因究明等推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとすること。 

 １ 死因究明等の到達すべき水準、死因究明等の施策に関する大綱その他の

基本的な事項 

 ２ 死因究明等に関し講ずべき施策 

 ３ 死因究明等に関する施策を推進するために必要な事項 

三 死因究明等推進計画に定める二２の施策については、原則として、当該施

策の具体的な目標及びその達成の時期を定めるものとすること。 

四 内閣総理大臣は、死因究明等推進計画の案につき閣議の決定を求めなけれ

ばならないこと。 

五 内閣総理大臣は、閣議の決定があったときは、遅滞なく、死因究明等推進

計画を公表しなければならないこと。 

六 政府は、死因究明等推進計画の円滑な実施を図るため、その実施に要する
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経費に関し必要な資金を確保するために必要な措置を講ずるものとすること。 

七 政府は、死因究明等に関する施策の進捗状況等を踏まえ、３年に１回、死

因究明等推進計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを変更し

なければならないこと。 

（第１９条関係） 

 

第四 死因究明等推進本部 

一 内閣府に、特別の機関として、死因究明等推進本部（以下「本部」という。）

を置くこと。 

（第２０条第１項関係） 

二 本部は、次に掲げる事務をつかさどること。 

 １ 死因究明等推進計画の案を作成すること。 

 ２ 死因究明等に関する施策に関する重要事項を調査審議すること。 

３ 死因究明等に関する施策の実施を推進し、並びにその実施の状況を検証し、

評価し、及び監視するとともに、関係行政機関の実施する施策の総合調整を

行うこと。 

（第２０条第２項関係） 

三 本部は、死因究明等推進本部長（以下「本部長」という。）及び死因究明等

推進本部員（以下「本部員」という。）１０人以内をもって組織すること。 

（第２１条関係） 

四 本部長は、死因究明等担当大臣（内閣府設置法第９条第１項に規定する特

命担当大臣であって、同項の規定により命を受けて死因究明等推進計画の作

成及び死因究明等に関する施策の実施の推進に関する事務を掌理するものを

いう。）をもって充てること。 

（第２２条第１項関係） 

五 本部員は、本部長以外の国務大臣のうちから内閣総理大臣が指定する者及

び死因究明等に関し優れた識見を有する者のうちから内閣総理大臣が任命す

る者をもって充てること。 

（第２３条第１項及び第２項関係） 

六 本部に、専門の事項を調査させるための専門委員並びに所掌事務について

本部長及び本部員を補助する幹事を設けること。 

（第２４条及び第２５条関係） 

七 本部は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行

政機関の長に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求め

ることができること。 

（第２６条第１項関係） 
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八 本部は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、

関係行政機関の長以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる

こと。 

（第２６条第２項関係） 

九 本部の運営については、有識者である本部員の有する知見が積極的に活用

され、本部員の間で充実した意見交換が行われることとなるよう、配慮され

なければならないこと。 

（第２７条関係） 

十 本部の事務を処理させるため、本部に事務局を置くこと。 

（第２８条第１項関係） 

十一 事務局に、事務局長のほか、所要の職員を置くこと。 

（第２８条第２項関係） 

第五 死因究明等推進地方協議会 

 地方公共団体は、その地域の状況に応じた死因究明等に関する施策の検討を

行うとともに、当該施策の実施を推進し、その実施の状況を検証し、及び評価

するための死因究明等推進地方協議会を設けるよう努めるものとすること。 

（第３０条関係） 

 

第六 医療の提供に関連して死亡した者の死因究明に係る制度 

 医療の提供に関連して死亡した者の死因究明に係る制度については、別に法

律で定めるところによること。 

（第３１条関係） 

 

第七 施行期日等 

一 施行期日 

 この法律は、平成２６年９月２１日から施行するものとすること。 

（附則第１条関係） 

二 失効 

１ この法律は、平成３１年１２月３１日限り、その効力を失うこと。 

２ 政府は、１に定める日までの間に、この法律に基づく死因究明等に関する

施策の実施の状況等を踏まえ、この法律の延長の要否、本部の内閣府以外の

国の行政機関への移管等について検討を加え、その結果に基づいて必要があ

ると認めるときは、所要の法制上の措置を講ずるものとすること。 

（附則第２条関係） 

三 検討 

 国は、この法律の施行後３年を目途として、死因究明等により得られた情報
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の一元的な集約及び管理を行う体制、あるべき死因究明等に関する施策に係る

行政組織、法制度等の在り方その他のあるべき死因究明等に係る制度について

検討を加えるものとすること。 

（附則第３条関係） 

四 死因究明等の推進に関する法律の失効に伴う経過措置 

 失効前の死因究明等の推進に関する法律により策定されている死因究明等

推進計画は、第三により策定された死因究明等推進計画とみなすこと。 

（附則第４条関係） 

五 その他 

 その他所要の規定の整理を行うこと。 


